
個別事項
（その６：明細書の発行、技術的事項について）

平成25年12月11日

中 医 協 総 － ２
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１．明細書の発行について

２．技術的事項
① 喀痰吸引指示書について
② 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカー
の指導管理料等について

③ 胃瘻等について
④ 画像診断管理加算について
⑤ 在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定患者による
他院受診について

本日の内容
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１．明細書の発行について
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明細書の発行に関する課題と論点について

• 電子レセプト請求の義務付け対象となっている医療機関は、明細書を無料で交付しなければならない。

• しかし、明細書発行機能が付与されていないレセコンや自動入金機の改修が必要な場合については、「正当な理

由」として、無料発行が免除されており、その場合は届出を行うこととなっている。

• 届出を行っている医療機関は、電子レセプト請求の義務付け対象となっている全医療機関の６．１％であるが、レ

セコンを改修する時期などが把握できていない。

• 明細書発行の際の費用については、仮に徴収する場合であっても、実費相当とするなど、社会的に妥当適切な範

囲とすることが適当であり、実質的に明細書の入手の妨げとなるような高額の料金を設定してはならいとしているが、

最高額で５，２５０円の料金を徴収している医療機関もあり、患者が明細書を入手しづらくなっているおそれがある。

○ 電子レセプト請求の義務付け対象となっている400床未満の病院についても、一定の経過措置を設けて、明

細書の無料発行を義務づけることについて、どのように考えるか。

○ 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用しているなど、無料発行に対応できない「正当な理由」

に該当する医療機関については、今後、レセコンを改修する時期などを届出させることについて、どのように

考えるか。

○ 明細書発行の費用については、実費相当として１，０００円以内が適当としており、平均的な徴収額も

１，０００円を下回っていることから、１，０００円を超える料金を徴収する場合は、実費相当であることが患者に

も分かるよう、料金設定の根拠等を提示することについて、どのように考えるか。

【論点】

【課題】
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領収証・明細書の様式

領収証 明細書

領収証は、Ａ基本診療料、Ｂ医学管理などの区分ごとに点数表示し、
患者からの領収額などを明記したもの

明細書は、診療報酬の項目ごとに
点数や回数などを詳細に表示した
もの
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電子レセプト請求の義務付け対象となっている医療機関、薬局について、正当な理由の無い限り、
原則として明細書の無料発行を義務付け

※ 正当な理由 ① 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用している場合

② 自動入金機の改修が必要な場合

正当な理由に該当する旨、明細書発行の手続き、費用徴収の有無、その金額などを院内掲示する。

※ 電子請求が義務付けられていない場合は、明細書発行の有無、手続き、費用徴収の有無、

その金額など明細書発行に関する状況を院内掲示する。

※ レセコン＝レセプトコンピュータの略。電磁的記録（電子的、時期的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録用）によるレセプト

明細書発行体制等加算 １点

電子請求を行っており、明細書を無料発行している診療所に対する再診料の加算

届出施設 ８２，０６４施設【前年７５，８１０施設】（平成２４年７月１日現在 保険局医療課調べ）

新

電子レセプト請求の義務付け対象となっている医療機関について、患者の申し出があった場合の
明細書発行を義務付け（実費徴収可）

明細書の発行については、患者へ医療費の内容の情報提供を進めるために、領収証の
発行と併せて医療機関等への義務化及び無料化を進めてきた。

明細書の原則無料発行義務化の経緯①

平成２２年度改定

平成２０年度改定
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平成２２年度の改定により、明細書の無料発行は進んできているが、更なる情報提供の促進、

医療の透明化の観点から、平成２４年度改定では、電子レセプト請求の義務付けの対象となってい
る４００床以上の病院については、平成２６年４月以降は、明細書を無料発行することが義務づけら
れた。

なお、平成２６年３月までは、引き続き正当な理由に該当する場合は例外とされている。

正当な理由 ① 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用
② 自動入金機の改修が必要な場合

※正当な理由であることを担保するため、病院・診療所・薬局は、毎年行われている他の届出
事項と併せて、明細書無料発行の対応の有無、正当な理由に該当する旨等を報告することと
する。
※電子レセプト請求の義務付けの対象となっていない保険医療機関については、明細書無料
発行の対応の有無、正当な理由に該当する旨等を院内掲示すること。

＜その他の取り組み＞

■明細書発行に係る手数料について高額な料金はふさわしくない旨を実例に応じた額を明示しつつ、再度周知す
る。

■診断群分類表に関し明細書の発行を求められた場合は、入院中に使用された医薬品、行われた検査について、
その名称を付記することを原則とする。
■ 公費等により一部負担金が発生しない患者に対しても明細書の発行に努めることとする。

■記載内容が毎回同一であるとの理由で明細書の発行を希望しない患者に対しても、診療内容が変更された場
合等明細書の記載内容が変わる場合には、その旨を患者に情報提供するべきであることを周知する。

明細書の原則無料発行義務化の経緯②

平成２４年度改定
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電子レセプト請求の義務付けの対象となっている医療機関等における
「正当な理由」の届出様式

明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用する場合など、「正当な理由」に該
当する場合は、所定の内容を厚生局へ届け出ることとなっている。
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有料とする場合の院内掲示様式

自動入金機の改修が必要な場合など、「正当な理由」に該当する場合は、院内掲示に
よりその旨を明示することとなっている。

9



電子レセプト請求を行っている医療機関等のうち、「正当な理由」に該当する旨の届出を行っている
ため、患者から求めがあった場合のみ、明細書を発行することとなっているものは、以下のとおり。

注）電子レセプト請求を行っている医療機関等数については平成24年7月診療分
「正当な理由」届出医療機関数については、平成24年7月1日時点の厚生局への届出すべてを医療課において集計
「正当な理由」の内容については、未回答の医療機関があるため、届出医療機関数と一致しない。

区 分
電子レセプト請求を行っている

医療機関等数（A）

「正当な理由」
届出医療機関等数（B）

（電子請求を行っているものうち、
届出医療機関等

の割合：B/A）

「正当な理由」の内容

明細書発行機能が
付与されていない
レセコンを使用

自動入金機の
改修が必要

医療機関 110,726 6,743
（6.1％）

5,311 823

薬 局 51,134 244
（0.4％）

167 17

合 計 161,860 6,987
（4.3％）

5,478 840

明細書の無料発行が免除されている医療機関等の状況

明細書の無料発行が免除される「正当な理由」としては、「明細書発行機能がないレセコンを使用している場合」

が大多数である。
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※費用徴収の金額については、 平成24年7月1日時点の厚生局への届出すべてを医療課において集計。

電子レセプト請求を
行っている医療機関
等数（A）

「正当な理由」届出医
療機関等数（B）

（電子請求を行ってい
るものうち、届出医療
機関等の割合：B/A）

費用徴収の届出をしている医療
機関等数（C）

（「正当な理由」を届け出ている医
療機関等のうち、費用徴収の届
出をしているものの割合：C/B）

最大値 最小値 平均値

合 計 161,860
6,987

（4.3％）
1,162

（16.6％）
5,250 0 －

医療機関 110,726
6,743

（6.1％）
1,149

（17％）
5,250 0 464

薬 局 51,134
244

（0.4％）
13

（5.3％）
300 0 94

明細書を有料で発行している医療機関等の状況

「正当な理由」を届け出ている医療機関等は、明細書を有料で発行することが可能となっている。

○ 明細書発行の際の費用については、通知において、社会的に妥当適切な範囲（実費相当）とすることが適当で

あり、１，０００円を超えるような額はふさわしくないとしている。

※明細書の発行の際の費用について、仮に費用を徴収する場合にあっても、実費相当とするなど、社会的妥当適切な班とすることが適当で

あり、実質的に明細書の入手の妨げとなるような高額の料金を設定してはならない。特に、現在の状況等を踏まえれば、例えば、１，０００円を

超えるような額は、実費相当としてふさわしくない。＜保険局長通知抜粋＞

○ 平成２４年の調査においては、医療機関が徴収している費用の平均額は、４６４円である。
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0% 100%

400床以上

400床未満

病院計

診療所

医科計

歯科

調剤

普及率（件数ベース）

オンライン ６８．８％

９８．９％

８６．１％

４９．４％

９５．０％

オンライン

電子媒体

紙

病
院

医

科

歯科

調剤

7.1万件

5.5万件

出典：社会保険診療報酬支払基金調べをもとに保険局医療課作成

電子媒体

２７．９％

普及率

400床以上

400床未満

病院計

0.9万件

診療所

医科計

オンライン ４８．７％

8.8万件

9.7万件

９８．９％

９９．６％

８４．８％

電子レセプト ７６．６％
紙レセプト

２３．４％総 計

（参考）電子レセプト請求普及状況（施設数ベース） 【平成25年8月請求分】

50% 100%

明細書の無料発行体制を整備ずみの医療機関

９３．９％（１０３，９８３施設）

電子レセプト請求を行っている医療機関※
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病院

４００床以上
義務化

（免除規定なし）

平成２６年４月
以降、義務化
（免除規定なし）

４００床未満

診療所
平成26年4月
以降も、免除
規定あり

薬局
平成２６年４月
以降、義務化

（免除規定なし）

明細書無料発行の義務化の範囲などについて

※ このうち、患者から発行の求めがあった際に、有料で発行している医療機関は、「正当な理由」を届出ている医療機関（６，７４３施設）
のうち１，１４９施設（全体の１％） である。

明細書の無料発行体制を整備ずみの医療機関
９３．９％（１０３，９８３施設）

明細書の発行体制が
未整備の医療機関

６．１％（６，７４３施設）※

義務化対象
（平成26年4月以降の対象も含む）

平成26年4月以降も免除規定あり

平成２４年度附帯意見において、無料発
行の促進を検討することとされた部分

（４００床未満の病院）

出典：保険局医療課調べ

平成２４年度診療報酬改定について 答申 附帯意見（抄）

１ ４ 診療報酬項目の実施件数の評価等を踏まえた診療報酬体系のさらなる簡素・合理化（今回改定
の医療現場への影響を含む。）、明細書の無料発行のさらなる促進（400 床未満の病院や公費負担

医療に係る明細書の無料発行を含む。）、医療安全対策や患者サポート体制の評価の効果について
検討を行うこと。

出典：保険局医療課調べ
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明細書の発行に関する課題と論点について

• 電子レセプト請求の義務付け対象となっている医療機関は、明細書を無料で交付しなければならない。

• しかし、明細書発行機能が付与されていないレセコンや自動入金機の改修が必要な場合については、「正当な理

由」として、無料発行が免除されており、その場合は届出を行うこととなっている。

• 届出を行っている医療機関は、電子レセプト請求の義務付け対象となっている全医療機関の６．１％であるが、レ

セコンを改修する時期などが把握できていない。

• 明細書発行の際の費用については、仮に徴収する場合であっても、実費相当とするなど、社会的に妥当適切な範

囲とすることが適当であり、実質的に明細書の入手の妨げとなるような高額の料金を設定してはならいとしているが、

最高額で５，２５０円の料金を徴収している医療機関もあり、患者が明細書を入手しづらくなっているおそれがある。

○ 電子レセプト請求の義務付け対象となっている400床未満の病院についても、一定の経過措置を設けて、明

細書の無料発行を義務づけることについて、どのように考えるか。

○ 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用しているなど、無料発行に対応できない「正当な理由」

に該当する医療機関については、今後、レセコンを改修する時期などを届出させることについて、どのように

考えるか。

○ 明細書発行の費用については、実費相当として１，０００円以内が適当としており、平均的な徴収額も

１，０００円を下回っていることから、１，０００円を超える料金を徴収する場合は、実費相当であることが患者に

も分かるよう、料金設定の根拠等を提示することについて、どのように考えるか。

【論点】

【課題】
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２．技術的事項

① 喀痰吸引指示書について

② 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料等
について

③ 胃瘻等について

④ 画像診断管理加算について

⑤ 在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定患者による他院受診について
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① 喀痰吸引指示書について
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喀痰吸引指示書に関する課題と論点について

○ 介護職員等喀痰吸引等指示書を登録喀痰吸引等事業者である特別支援学校等の
学校に対して交付できるようにしてはどうか。

【論点】

• 社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により介護職員等のたん吸引等が可
能になったことに伴い、介護職員等に対する喀痰吸引等指示について平成24年度
診療報酬で評価した。

• 指示書の交付先は、介護保険法に基づく介護事業所や障害者自立支援法に基
づく施設等が規定されている。

• 一方、社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により介護職員だけでなく、研
修を修了した教員を確保する等の要件を満たせば、特別支援学校等の学校も喀痰
吸引を行う登録喀痰吸引等事業者となることができるが、指示については診療報
酬上の評価がない。

• 介護老人保健施設や特別養護老人ホームでは、喀痰吸引の指示を出すのは施
設内の配置医であるが、特別支援学校等の学校では学校外の児童の主治医であ
る。

【課題】
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介護職員等による痰の吸引に関する指示書について（H24改定）

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により介護職員等のたん吸引等が可能に
なったことに伴い、訪問介護等のサービスを受けている患者に対するたん吸引等に関
する指示を、保険医療機関の医師が当該サービスを行う事業所に交付する場合の評
価を行う

（新） 介護職員等喀痰吸引等指示料 ２４０点 （１回/３か月）

・訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護を行う者

・地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く）を行う者

・指定居宅介護の事業、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る指定障害福祉サービスの
事業を行う者、指定生活介護事業者、基準該当生活介護事業者、指定短期入所事業者（医療機
関が行う場合及び医師を置くこととされている場合を除く）

・指定重度障害者等包括支援事業者、指定共同生活介護事業者、指定自立訓練（機能訓練）事業
者、基準該当自立訓練（機能訓練）事業者、指定自立訓練（生活訓練）事業者、自立訓練（生活訓
練）事業者、指定就労移行支援事業者、指定就労継続支援Ａ型事業者、指定就労継続支援Ｂ型
事業者、基準該当就労継続支援Ｂ型事業者及び指定共同生活援助事業者

【介護保険法関係】

医師が介護職員等喀痰吸引等指示書を交付できる主な事業者

【障害者自立支援法関係】

医師を置く規定のある介護老人保健施設や特別養護老人ホーム、特別支援学校
等の学校は対象になっていない。

等

等
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施設における医師の役割と指示料の算定可否

施設 医師配置 医師の役割 喀痰吸引の
指示を出す

医師

指示料
算定

介護老人
保健施設

配置医
常勤医1名

以上

診療 配置医 ×

特別養護
老人ホーム

配置医
必要数

健康管理

必要に応じ健康保持
のための適切な措置
（診療）

配置医 ×

特別支援
学校等

学校医 保健管理・環境衛生 児童の
主治医

×

○ 介護老人保健施設や特別養護老人ホームの医師は、入所者個人に対して診療を
することを想定しているが、特別支援学校等の学校医については児童に診療するこ
とは想定していない。

○ 介護老人保健施設や特別養護老人ホームでは、喀痰吸引の指示を出すのは施設
内の配置医であるが、特別支援学校等では学校外の児童の主治医である。

20



主治医と学校医の役割について

学校保健安全法
（学校医、学校歯科医及び学校薬剤師）
第二十三条 学校には、学校医を置くものとする。
２ 大学以外の学校には、学校歯科医及び学校薬剤師を置く
ものとする。
３ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、それぞれ医師、
歯科医師又は薬剤師のうちから、任命し、又は委嘱する。
４ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、学校における保
健管理に関する専門的事項に関し、技術及び指導に従事する。

５ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の職務執行の準則は、
文部科学省令で定める。

学校保健安全法施行規則
（学校医の職務執行の準則）
第二十二条 学校医の職務執行の準則は、次の各号に掲げ
るとおりとする。
一 学校保健計画及び学校安全計画の立案に参与すること。

二 学校の環境衛生の維持及び改善に関し、学校薬剤師と協力
して、必要な指導及び助言を行うこと。
三 法第八条 の健康相談に従事すること。
四 法第九条 の保健指導に従事すること。
五 法第十三条 の健康診断に従事すること。
六 法第十四条 の疾病の予防処置に従事すること。
七 法第二章第四節 の感染症の予防に関し必要な指導及び助

言を行い、並びに学校における感染症及び食中毒の予防処置に
従事すること。
八 校長の求めにより、救急処置に従事すること。
九 市町村の教育委員会又は学校の設置者の求めにより、法第
十一条 の健康診断又は法第十五条第一項 の健康診断に従事す
ること。
十 前各号に掲げるもののほか、必要に応じ、学校における保健
管理に関する専門的事項に関する指導に従事すること。
２ 学校医は、前項の職務に従事したときは、その状況の概要を
学校医執務記録簿に記入して校長に提出するものとする。

・子供の疾患の診療方針全般に関係する。

・看護師や教員等に指示を行い、連携して子供に対
する医療的ケアに対応。指示書を作成。

子供の医療的ケアに対応

主治医 学校医

学校の保健管理に対応

・学校における保健管理に関する専門的事項に関し、
技術及び指導に従事。

・学校の環境衛生等について必要な指導及び助言を
行う。

（参 考）
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喀痰吸引指示書に関する課題と論点について

○ 介護職員等喀痰吸引等指示書を登録喀痰吸引等事業者である特別支援学校等の
学校に対して交付できるようにしてはどうか。

【論点】

• 社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により介護職員等のたん吸引等が可
能になったことに伴い、介護職員等に対する喀痰吸引等指示について平成24年度
診療報酬で評価した。

• 指示書の交付先は、介護保険法に基づく介護事業所や障害者自立支援法に基
づく施設等が規定されている。

• 一方、社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により介護職員だけでなく、研
修を修了した教員を確保する等の要件を満たせば、特別支援学校等の学校も喀痰
吸引を行う登録喀痰吸引等事業者となることができるが、指示については診療報
酬上の評価がない。

• 介護老人保健施設や特別養護老人ホームでは、喀痰吸引の指示を出すのは施
設内の配置医であるが、特別支援学校等の学校では学校外の児童の主治医であ
る。

【課題】

再掲
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② 遠隔モニタリングによる心臓ペース
メーカーの指導管理料等について
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遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料等
に関する課題と論点について

• 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料は、4月に1回、来院時に算定することとされているが、
適切な対面診療の頻度についてさらに検討が必要だとする指摘がある。

• 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料は、4月に1回、来院時に算定することとされており、遠
隔モニタリングによる非来院時の指導管理について評価されていないとする指摘がある。

• 医師対患者のケースにおいては、対面診療が原則であり、遠隔診療はあくまで補完的な役割であることから、診
療報酬上の評価のためには、対面診療に比べて患者に対する医療サービスの質が上がるという科学的なデータ
が必要である。

○ 心臓ペースメーカーに関する遠隔モニタリングにおける対面診療の頻度については、添付文書に数ヶ月毎のフォ

ローアップの実施が必要であると記載されていることから、有効性・安全性に関するエビデンスが十分に集積され

た場合に対応することとしてはどうか。

○ 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料では、遠隔モニタリングによる非来院時の指導管理に

対する評価を含めて点数が設定されていることを明確化してはどうか。

○ 対面診療と組み合わせた遠隔診療については、実施施設は増えているものの、現在、調査研究を行っている段

階であり、安全性、有効性等についてのエビデンスは更に収集が必要と考えられる現状を踏まえ、特定疾患療養

管理料、在宅療養指導管理料等の算定を認めることについては、有効性・安全性に関するエビデンスが十分に収

集された場合に対応することとしてはどうか。

【論点】

【課題】
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◎「規制改革に関する答申」（平成２５年６月５日閣議決定）（抜粋）
Ⅱ各分野における規制改革
３ 健康・医療分野
（１）規制改革の目的と検討の視点
④医療のICT 化の推進

医療のICT（情報通信技術）化については、これまで政府や各医療機関等において様々に取り組まれてきたところであるが、医療全

体の将来像と結び付けたものとして再構築する必要がある。諸外国においては、近年の光ファイバーケーブル網の普及等により、医
師不足や地理的条件も背景に、ICT が医療そのものに劇的な変化を与えつつある一方、従来よりICT 化に取り組んできていたはずの

我が国は、いつの間にかその後塵を拝するようになった。このような情勢を踏まえ、医療における国民の満足度と効率を飛躍的に高
めるために、医療のICT化を本格的に加速化する。

規制改革会議における医療のICT化の推進について

◎「規制改革実施計画」（平成２５年６月１４日閣議決定）（抜粋）
Ⅱ分野別措置事項

「規制改革に関する答申」等を踏まえ、以下に定める分野別措置事項を着実に推進する。

３ 健康・医療分野

④医療のＩＣＴ化の推進

事項名 規制改革の内容 実施時期

遠隔医療の推進 心臓ペースメーカー指導管理料（遠隔モニタリングによる場合）については、４ヶ月に１度

に限り対面診療を行った際に算定することとされているところ、安全性、有効性等につい

てのエビデンスが得られていることを確認した上で、対面診療を行うべき間隔を延長する

こと、併せて、一定期間ごとに分割しての算定を可能とすること等を中央社会保険医療

協議会において検討する。

平成26年度診療報

酬改定に合わせて

検討・結論

遠隔医療の推進 対面診療と組み合わせた遠隔診療において、安全性、有効性等についてのエビデンス

が得られたものから、特定疾患療養管理料、在宅療養指導管理料等について診療報酬

の算定を認めることを中央社会保険医療協議会において検討する。（略）

平成26年度診療報

酬改定に合わせて

検討・結論
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心臓ペースメーカーの遠隔モニタリングにおける対面診療の間隔について

B001 特定疾患治療管理料
12 心臓ペースメーカー指導管理料

イ 遠隔モニタリング 550点
・療養上必要な指導を行った場合に、4月に1回に限り算定する。
・ただし、算定した月以外の月において、当該患者の急性増悪により必要な指

導を行った場合には、1月に1回に限りイ以外の場合の心臓ペースメーカー指
導管理料（360点）を算定する。

ロ イ以外の場合 360点
・療養上必要な指導を行った場合に、1月に1回に限り算定する。

○ 現在、国内で薬事承認を経ている
植込型ペースメーカーの多くで、少な
くとも３～４ヵ月ごとに電池の消耗や
合併症発現の有無などを確認する旨記
載されている。

○ 今後、国内においても、有効かつ
安全な対面診療の間隔に関するエビデ
ンスの集積及びガイドライン等の整備
が期待される。

添付文書の記載例添付文書の記載例※

※：エヴィアーTシリーズ Pro（添付文書） 26



遠隔モニタリングによる非来院時の指導管理に対する評価について

遠隔モニタリングによる心臓ペース
メーカー指導管理料の算定（イメージ図）

遠隔モニタリングに
よる指導管理料の全体

対面での診療
に対する評価

遠隔モニタリングによる指導管理に対する評価

4月に1回
の算定

来院 2ヵ月目 3ヵ月目 4ヵ月目 来院

4月に1回
の算定

遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料は、遠隔モニタリングによる非来
院時の指導管理に関する評価を含めて、4月に1回、来院時に算定できるように設定されている。
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遠隔医療に対する診療報酬上の現行の取扱い

診療所等から病院に画像を送り、病院にいる専門的な知識を
持った医師が画像診断を行うなど、患者に対する医療サービスが
向上している場合は、診療報酬上の評価を行っているところ。
※画像診断管理加算１ 70点（画像診断を専門に行う医師が管理を行った場合）

画像診断管理加算２ 180点（「１」に加え、８割以上の読影結果を翌日までに、依頼
主である診療所等の医師に報告している場合）

対面診療が原則であり、遠隔診療はあくまで補完的な役割であ
ることから、診療報酬上の評価のためには、対面診療に比べて患
者に対する医療サービスの質が上がるという科学的なデータが必
要。

１ 医師対医師のケース

２ 医師対患者のケース

※ 電話等による再診 ６９点

・患者又はその看護に当たっている者から電話等（テレビ画像等による場合を含
む。）によって治療上の意見を求められて指示をした場合に、再診料を算定すること
ができる。
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平成24年度厚生労働科学特別研究事業
遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討のための調査研究

研究代表者 群馬大学医学部附属病院 酒巻哲夫

・11箇所に渡る診療機関、行政、大学、企業を訪問
し、遠隔医療の実態を調査

・適切な発展策を立案するには情報が不足しすぎて
いることが明らかになった。

参考

遠隔診療については、実施施設は増えているものの、現在、調査研究を行っている
段階であり、安全性、有効性等についてのエビデンスは更に収集が必要と考えられる。

1.実施施設数や実施件数が捉えられない。
2.実験に着手して、テレビ電話診療が実施可能な
施設が増えている。（岐阜県地域医療再生基金、
遠隔診療利用型在宅医療モデル事業）

3.再診料（電話等再診）を請求できる。

遠隔診療の現状

1.臨床現場への広報が不十分。
2.企業と医療者の認識にずれが大きい。

課題

1.電話等再診からテレビ電話診療を独立できるエビデンス収集の加速
2.現場人材育成（研修）
3.実施件数の把握手段の充実

目標

研究の成果
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遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料等
に関する課題と論点について

• 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料は、4月に1回、来院時に算定することとされているが、
適切な対面診療の頻度についてさらに検討が必要だとする指摘がある。

• 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料は、4月に1回、来院時に算定することとされており、遠
隔モニタリングによる非来院時の指導管理について評価されていないとする指摘がある。

• 医師対患者のケースにおいては、対面診療が原則であり、遠隔診療はあくまで補完的な役割であることから、診
療報酬上の評価のためには、対面診療に比べて患者に対する医療サービスの質が上がるという科学的なデータ
が必要である。

○ 心臓ペースメーカーに関する遠隔モニタリングにおける対面診療の頻度については、添付文書に数ヶ月毎のフォ

ローアップの実施が必要であると記載されていることから、有効性・安全性に関するエビデンスが十分に集積され

た場合に対応することとしてはどうか。

○ 遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカーの指導管理料では、遠隔モニタリングによる非来院時の指導管理に

対する評価を含めて点数が設定されていることを明確化してはどうか。

○ 対面診療と組み合わせた遠隔診療については、実施施設は増えているものの、現在、調査研究を行っている段

階であり、安全性、有効性等についてのエビデンスは更に収集が必要と考えられる現状を踏まえ、特定疾患療養

管理料、在宅療養指導管理料等の算定を認めることについては、有効性・安全性に関するエビデンスが十分に収

集された場合に対応することとしてはどうか。

【論点】

【課題】

再掲
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③ 胃瘻等について
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胃瘻等に関する課題と論点について

• 22.9％の患者について、嚥下機能評価が行われない中で胃瘻が造設されている。また、
「原則全例に嚥下機能評価を実施してから胃瘻を造設する」施設は25.8％に留まる。

• 胃瘻造設後の患者を受け入れた介護保険施設等の66.9％が胃瘻を造設した医療機関か
らの情報提供が不足していると感じている。

• 胃瘻造設術には、嚥下機能評価に関しての要件が定められていない。

• 経口摂取に戻る可能性があるとされた患者について、自院でも退院先でも、嚥下機能訓練
を行っていないとする施設が19.1％存在する。

• 嚥下機能訓練により、経口摂取可能となる症例が一定数存在する。

• 現在、胃瘻を閉鎖した際には、「胃瘻閉鎖術」が算定できるが、「胃瘻閉鎖術」に係る施設
基準や算定要件は定められていない。

○ 胃瘻の造設前の嚥下機能評価の実施や造設後の連携施設への情報提供を推進
するために、どのような評価を行うか。

○ 一旦経口摂取不可とされた患者について、十分な嚥下機能訓練等を行い、高い
割合で経口摂取可能な状態に回復させることができている医療機関における胃瘻
閉鎖術や摂食機能療法の評価をどう考えるか。

【論点】

【課題】
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出典：日本：平成24年度社会医療診療行為別調査、平成24年「人口推計」より推計

英国： BAPEN (British Association for Parenteral and Enteral Nutrition ）annual report 2011

胃瘻造設患者の年齢構成胃瘻造設患者の年齢構成
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○日本における胃瘻造設数（人口百万人当）は、英国の10倍以上である。
○胃瘻造設患者は、70歳以上が多いが、日本は英国よりも割合が大きく、割合は

倍以上である。
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癌

消化器の良性疾患

その他

13.8%

22.2%

21.9%

7.2%

8.5%

5.3%

37.8%

35.6%

7.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

脱水・低栄養

認知症

癌

神経難病

肺炎（誤嚥性肺炎を除く）

誤嚥性肺炎

脳血管疾患（発症後1ヵ月以降）

脳血管疾患（発症後1ヵ月以内）

胃瘻の原因疾患の日英比較

○胃瘻造設の原因疾患は、中枢神経疾患、精神疾患が多い。
○日本においては、誤嚥性肺炎、脳血管疾患、脱水・低栄養、認知症が多い。

出典：「胃ろう造設及び造設後の転機等に関する調査研究事業」（老人保健健康増進等事業）

％

日本における胃瘻造設原因疾患日本における胃瘻造設原因疾患 英国における胃瘻造設原因疾患英国における胃瘻造設原因疾患

※複数回答 ※単数回答

出典：BAPEN (British Association for Parenteral and Enteral Nutrition ）annual report 2011 34



嚥下造影（VF:VideoFluoroscopic examination of swallowing)

ガイドラインで推奨されている嚥下機能評価について

内視鏡下嚥下機能検査(VE:VideoEndoscopic examination of swallowing) 
実際の食物を利用して、嚥下を行いながら喉頭内視鏡によ
る観察を行い、嚥下の状態、食物の残存等を評価する。

造影剤入りの食物を嚥下し、嚥下の状態、食物
の残存等を評価する。

脳卒中患者においては、嚥下障害が多く認められる。それに対し、嚥下機能のスクリーニング検査、さらには嚥下造影検
査、内視鏡検査などを適切に行い、その結果を元に、栄養摂取経路（経管・経口）や食形態、姿勢、代償嚥下法の検討と指
導を行うことが勧められる（グレードＢ）

○ 学会ガイドラインにおいて、嚥下機能評価として、嚥下造影検査、内視鏡下嚥下機能検査等が推
奨されており、それらの結果に基づき栄養摂取法や代償嚥下法の検討とその指導を本人や家族に行う
ことは、誤嚥性肺炎や脱水・栄養障害を減少させ、有効であるとされている。

＜実際の内視鏡所見＞

健康な人の喉
（中央の黒いところ

が気管）

ご飯が流れて
きているところ

飲み込んだ後
（ご飯が少し残って

いる）

正常な嚥下ができている場合

・黒く写っているのが検査食
・正常に食道を流れており、残存は
ない

喉に残存がある場合

・喉のくぼみに検査食が残っている

（後から気管に入り、肺炎の原因となる
ことがある）

気管への流入がある場合

・気管に流入している検査食が見える。

実施の様子

【脳卒中診療治療ガイドライン2009】（日本脳卒中学会,日本脳神経外科学会,日本神経学会,日本神経治療学会,日本リハビリテーション医学会）より抜粋

（岩手医大病院提供資料） 35



原則全ての

事例に対して

実施する
26%

実施する

事例、しない事

例がある
50%

実施しない

事例が多い
22%

無回答
2%

胃瘻造設時の嚥下機能評価の実施状況

出典：「胃ろう造設及び造設後の転機等に関する調査研究事業」（老人保健健康増進等事業）

○嚥下機能評価を実施せずに胃瘻を造設している例が22.9％存在する。
○「原則全例に嚥下機能評価を実施してから胃瘻を造設する」施設は25.8％に留まる。

％ 人数

計 100 1,467

入院前後（いずれか又は両方）
で実施

57.1 837

入院前後いずれでも実施して
いない

22.9 336

入院後は実施なく、入院前は不明 18.9 277

不明・無回答 1.2 17

0 20 40

嚥下機能評価の実施状況及び実施しなかった理由（単数回答）

検査をしなくても判断でき
る状態だった

胃瘻以外の選択肢は考えら
れなかった

意識レベルや体力的に検査
に耐えられないと判断した

病院としては実施しないこ
とが多い
なるべく早く造設する必要
があった

その他

嚥下機能評価実施率

施設としての嚥下機能評価の
実施状況

％

病院において胃瘻を造設した患者について、嚥下機能評
価実施の有無を調査した結果（回答数1,467人）

胃瘻造設を行っている病院について、施設としての嚥下機能
評価実施の状況を調査した結果（回答数414病院）

36



胃瘻造設後の情報提供

○胃瘻造設後の患者を受け入れた介護保険施設等の66.9％が胃瘻を造設した医療機関からの
情報提供が不足していると感じている。

胃瘻造設患者を受け入れた介護保険施設等が、胃瘻造設
機関からの情報提供について十分でないと感じる内容

0 25 50 75 100

今後の摂食・嚥下機能訓練等の
必要性・内容

摂食・嚥下機能に関する
検査結果、評価

現時点での経口摂取の見込み

スキンケアに関する留意点

カテーテルの種類・管理方法

栄養剤の種類、注入時の
留意事項

その他

出典：「胃ろう造設及び造設後の転機等に関する調査研究事業」（老人保健健康
増進等事業）

胃瘻を造設する場合であって、患者を
他施設に紹介する場合には、以下の
情報を提供する必要がある。

・嚥下機能訓練等の必要性・実施す
るべき内容

・嚥下機能評価の結果
・家族への説明内容

14.5% 52.4% 31.2%
1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感じることが多い

たまに感じることがある

ほとんど感じない

無回答

胃瘻造設医療機関からの情報提供が不十分と感じることがあるか

％

66.9％

※複数回答
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K664 胃瘻造設術（経皮的内視鏡下胃瘻造設術を含む。） 10,070点

○ 胃瘻造設術を行う際には、胃瘻造設の必要性、管理の方法及び閉鎖の際に要される
身体の状態等、療養上必要な事項について説明を行うこと。

○ 胃瘻より流動食を点滴注入した場合は、J120鼻腔栄養に準じて算定する。

胃瘻造設や嚥下機能評価に関する診療報酬の状況

胃瘻造設に係る現在の評価

胃瘻造設術には、嚥下機能評価に関しての要件が定められていない。

D298-2  内視鏡下嚥下機能検査 600点
E003 7 嚥下造影 240点

嚥下機能評価に係る現在の評価

38



経口摂取に戻る可

能性があった

（357名）
24.3%

経口摂取に戻る

可能性はなかっ

た（867名）
59.2%

可能性を検討し

なかった（98名）

6.7%

不明（77名）

5.2%

無回答（68名）
4.6%

出典：「胃ろう造設及び造設後の転機等に関する調査研究事業」（老人保健健康増進等事業）

○胃瘻を造設した病院では、胃瘻造設患者の24.3％が経口摂取に戻る可能性があった
とされた。

○胃瘻造設後、介護保険施設に入所した患者のうち、胃瘻を使用しなくなった患者
は、2.3％であった。

胃瘻から経口摂取に戻る可能性(造設時の予測) 胃瘻造設後、経口摂取に戻ったかどうか

病院において胃瘻を造設した患者1,467人について、
経口摂取に戻る可能性を検討した結果

介護保険施設に入所した胃瘻患者2,771人について、
経口摂取に戻った割合等

胃瘻のみで

栄養摂取

(1927名）
69.5%

お楽しみレベル

で口から摂取し

ているが、主に

胃瘻から摂取

（414名）
14.9%

主に口から摂取して

おり、不足分を胃瘻

から摂取（69名）
2.5%

ほぼ口から摂取し

ているが、胃瘻は

閉じていない

（17名）
0.6%

詳細は不明だが

胃瘻を使用してい

る（18名）
0.6%

胃瘻を使用し

なくなった

（65名）
2.3%

無回答

（261名）
9.4%

胃瘻造設後に経口摂取に戻る割合等

39



嚥下機能訓練等について

頸部前屈法

○頸部を前屈させ、気管に食物が入りにくくする

実際の嚥下の様子

側臥位法
○側臥位には、嚥下機能が正常な側の咽頭からの嚥下が可
能で、かつ、気管に食物が流れ込みにくいという利点がある。

喉の内視鏡所見

正常側 異常側

声門に近く、
誤嚥しやすい

正常側

異常側

側臥位（横向け）の場合

正常側を通り、誤嚥なく食事可

実際の嚥下の様子

○ 学会ガイドライン等においては、内視鏡下嚥下機能検査所見等に基づいた、嚥下
方法の調整や訓練等により、誤嚥性肺炎等の減少等の効果があるとされている。

ワレンベルグ症候群における患側への頸部回旋や、頸部前屈といった嚥下時の姿勢の調節により、嚥下造影検査上で誤嚥の
減少などが認められる）

【脳卒中診療治療ガイドライン2009】（日本脳卒中学会,日本脳神経外科学会,日本神経学会,日本神経治療学会,日本リハビリテーション医学会）より抜粋

通常の姿勢 前屈した場合

出典：
・総合リハビリテーション
2012 40;10  福村他
・天心堂志田病院提供資料

※ワレンベルグ症候群：脳の一部（延髄の外側）の脳梗塞等で生じる。片側の嚥下機能が障害される。他にも声がかすれるなどの症状が出る。

仰向けの場合

異常側で誤嚥しやすい

声門から遠く、
誤嚥しにくい

40



62.3% 14.3% 19.1% 4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当院内で開始することが多い

当院内では実施せず、退院先施設に依頼することが多い

当院内でも退院先施設でも実施しないことが多い

無回答

57.3%
42.7%

経口摂取のみに回復

経口摂取以外の栄養

方法（胃瘻、点滴）を使

用。（経口摂取併用を

含む）

○「経口摂取に戻る可能性がある」と評価された患者に対して、自院でも退院先でも嚥下機
能訓練を実施しないことが多いとする医療機関が19.1％存在する。

○誤嚥性肺炎により、禁食となった患者であっても、適切な嚥下機能訓練により、48.1％が
経口摂取可となるという報告がある。

【日本摂食・嚥下リハビリテーション学会提供資料】

嚥下機能訓練の実施状況と効果について

嚥下機能訓練の実施状況の調査結果
（経口摂取に戻る可能性あり、の場合）

経口摂取に戻る可能性がある患者に対する
嚥下機能訓練の実施状況 (対象数：414名）

出典：「胃ろう造設及び造設後の転機等に関する調査研究事業」
（老人保健健康増進等事業）

嚥下機能訓練を実施している施設における効果

84% 16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経口摂取の可能性あり

と評価

経口摂取の可能性なし

と評価

①誤嚥性肺炎後、禁食となっていた患者の内視鏡
下嚥下機能検査結果 （対象数123名）

②「経口摂取の可能性あり」の患者への嚥下機
能訓練の結果

全例嚥下機能訓練を実施

=全患者
の48.1％

(258名） (59名） (79名） (18名）

(59名）

（103名） (20名）

(44名）
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K665 胃瘻閉鎖術 12,040点

胃瘻閉鎖・摂食機能療法に関する評価ついて

胃瘻閉鎖に係る現在の評価

H004 摂食機能療法（1日につき） 185点

○ 摂食機能障害を有する患者に対して、30分以上行った場合に限り、1月に4回を限度と
して算定する。ただし、治療開始日から起算して3月以内の患者については、1日につ

き算定できる。

嚥下機能訓練に係る現在の評価

・ 一旦経口摂取不可とされた患者について、十分な嚥下機能訓練等を行い、高い割合
で経口摂取可能な状態に回復させることができている医療機関における胃瘻閉鎖術や
摂食機能療法の評価をどう考えるか。
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胃瘻等に関する課題と論点について

• 22.9％の患者について、嚥下機能評価が行われない中で胃瘻が造設されている。また、
「原則全例に嚥下機能評価を実施してから胃瘻を造設する」施設は25.8％に留まる。

• 胃瘻造設後の患者を受け入れた介護保険施設等の66.9％が胃瘻を造設した医療機関か
らの情報提供が不足していると感じている。

• 胃瘻造設術には、嚥下機能評価に関しての要件が定められていない。

• 経口摂取に戻る可能性があるとされた患者について、自院でも退院先でも、嚥下機能訓練
を行っていないとする施設が19.1％存在する。

• 嚥下機能訓練により、経口摂取可能となる症例が一定数存在する。

• 現在、胃瘻を閉鎖した際には、「胃瘻閉鎖術」が算定できるが、「胃瘻閉鎖術」に係る施設
基準や算定要件は定められていない。

○ 胃瘻の造設前の嚥下機能評価の実施や造設後の連携施設への情報提供を推進
するために、どのような評価を行うか。

○ 一旦経口摂取不可とされた患者について、十分な嚥下機能訓練等を行い、高い
割合で経口摂取可能な状態に回復させることができている医療機関における胃瘻
閉鎖術や摂食機能療法の評価をどう考えるか。

【論点】

【課題】

再掲
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④ 画像診断管理加算について

44



画像診断管理加算に関する課題と論点について

• 画像診断管理加算は、臨床診断の基礎となる画像診断報告の質を確保するた
めの体制を整備した医療機関を評価するために設けられているが、外部の機関に
画像の読影及び報告書の作成を委託して加算を算定している事例が指摘されて
いる。

• 遠隔画像診断における画像診断管理加算の算定については、画像診断管理加
算1又は画像診断管理加算2に関する施設基準を満たす特定機能病院、臨床研
修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院又はへき地医療支援病院に
限って評価を行っているが、画像診断を行う外部の機関を介して遠隔画像診断を
行った場合に算定している事例が指摘されている。

○ 自施設における画像診断に係る体制を評価している画像診断管理加算及び遠隔

画像診断における画像診断管理加算の算定について、画像の読影等を行う外部の

機関を利用した場合は、評価の対象としないこととしてはどうか。

【論点】

【課題】
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画像の診断及び画像診断に関する体制の評価について

◎ 医療機関において撮影された画像の診断について、以下のとおり評価されている。

画像の診断に関する評価

E001 写真診断
１ 単純撮影

イ 頭部、胸部、含む又は脊椎 85点
ロ その他 43点

２ 特殊撮影（一連につき） 96点
３ 造影剤使用撮影 72点
４ 乳房撮影（一連につき） 306点

E004 基本的エックス線診断料（1日につき）
１ 入院の日から起算して４週間以内の期間 ５５点
２ 入院の日から起算して４週間を超えた期間 ４０点

E102 核医学診断
１ 区分番号E101-2に掲げるポジトロン断層撮影及び区分

番号E101-3に掲げるポジトロン断層・コンピューター断
層複合撮影（一連につき）の場合 ４５０点

２ １以外の場合 ３７０点

E203 コンピューター断層診断 ４５０点

◎ 自施設における画像診断に係る体制を評価する加算として、画像診断管理加算１及び画像診断
管理加算２が設けられている。

E 通則４ 画像診断管理加算１ ７０点
E 通則５ 画像診断管理加算２ １８０点

◎ 自施設における画像診断に係る体制を評価する加算として、施設基準に適合している医療機関
において遠隔画像診断が行われた場合には、画像診断管理加算１及び画像診断管理加算２が算
定できることとされている。

E 通則６ 遠隔画像診断による画像診断管理加算１ ７０点
E 通則７ 遠隔画像診断による画像診断管理加算２ １８０点

画像診断に関する体制の評価

※医療機関が、医師による画像の読影や報告書の作成を業務として行っている外部の機関を利用することは妨げられていない。 46



画像診断管理加算１ 画像診断管理加算２

対象画像

E001 写真診断
E004 基本的エックス千診断料
E102 核医学診断
E203 コンピュータ断層診断

E102 核医学診断
E203 コンピュータ断層診断

施設基準

・放射線科を標榜していること
・画像診断を専ら担当する常勤の医師

が1名以上配置されていること
・画像診断を行うにつき十分な体制が

整備されていること

・放射線科を標榜していること
・画像診断を専ら担当する常勤の医師

が1名以上配置されていること
・すべての核医学診断、CT撮影及び

MRI撮影について、前述の医師の下
に画像情報が管理されていること

・核医学診断及びコンピュータ断層診
断のうち、少なくとも8割以上の読
影結果が前述の医師により、遅くと
も撮影日の翌診療日までに報告され
ていること

・画像診断を行うにつき十分な体制が
整備されていること

画像診断管理加算の要件について
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○ 画像診断管理加算は、臨床診断の基礎となる画像診断報告の質を確保するための体制を整備した医療機
関を評価するために設けられている規定である。

○ 自施設における画像診断に係る体制を整備するのではなく、施設基準の規定等がない外部の機関に画像
の読影及び報告書の作成を委託することは、加算の趣旨に沿ったものとはいえない。

医療機関

画像診断の外部委託を介した画像診断管理加算２の算定例

患者

来院

情報還元

外部委託機関

画像の読影

画像診断報告の作成

放射線専門医 主治医

報告の受理報告書への
サイン

画像の撮影

医療機関
患者

来院

情報還元
放射線専門医 主治医

報告の受理報告書の作成

画像の撮影

現在の算定ルール

外部に委託した場合

画像の読影

外部に読影を委託した画像診断管理加算の算定について

近年、撮影した画像の読影や報告書の作成等を外部に委託することで、画像診断管理加算を算定する
事例が指摘されている。
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遠隔画像診断における
画像診断管理加算１の算定

遠隔画像診断における
画像診断管理加算２の算定

対象画像

E001 写真診断
E004 基本的エックス千診断料
E102 核医学診断
E203 コンピュータ断層診断

E102 核医学診断
E203 コンピュータ断層診断

施設基準

・送信側（画像の撮影が行われる保険
医療機関）においては、画像の撮影
及び送受信を行うにつき十分な装
置・機器を有していること

・受信側（画像診断が行われる病院で
ある保険医療機関）においては以下
の基準をすべて満たすこと。
ア 画像診断管理加算１に関する施

設基準を満たすこと
イ 特定機能病院、臨床研修指定病

院、へき地医療拠点病院、へき地
中核病院又はへき地医療支援病院
であること。

・送信側（画像の撮影が行われる保険
医療機関）においては、画像の撮影
及び送受信を行うにつき十分な装
置・機器を有していること

・受信側（画像診断が行われる病院で
ある保険医療機関）においては以下
の基準をすべて満たすこと。
ア 画像診断管理加算２に関する施

設基準を満たすこと
イ 特定機能病院、臨床研修指定病

院、へき地医療拠点病院、へき地
中核病院又はへき地医療支援病院
であること。

遠隔画像診断における画像診断管理加算の要件について
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外部委託を介した遠隔画像診断に係る加算の算定例

外部機関 医療機関
患者

来院画像の読影及び
報告書の作成

報告の受理

画像の撮影

情報還元

医療機関
（届出施設）

報告書への
サイン

○ 遠隔画像診断における画像診断管理加算の算定については、これまで画像診断管理加算1又は画像診断
管理加算2に関する施設基準を満たす特定機能病院、臨床研修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中
核病院又はへき地医療支援病院に限って評価を行ってきたところ。

○ 施設基準の規定等がない外部の機関に画像の読影及び報告書の作成を委託することは、加算の趣旨に
沿ったものとはいえない。

送信側受信側

医療機関 患者

来院

報告の受理

画像の撮影

情報還元

医療機関
（届出施設）

報告の作成

画像の読影

送信側受信側現在の算定ルール

外部機関を介した場合

外部機関を介した遠隔画像診断における画像診断管理加算の算定について

○ 画像診断管理加算と同様、遠隔画像診断における画像診断管理加算の算定においても、送信側の保険医
療機関と受信側の保険医療機関の間に、外部の機関を介して加算を算定する事例が指摘されている。
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画像診断管理加算に関する課題と論点について

• 画像診断管理加算は、臨床診断の基礎となる画像診断報告の質を確保するた
めの体制を整備した医療機関を評価するために設けられているが、外部の機関に
画像の読影及び報告書の作成を委託して加算を算定している事例が指摘されて
いる。

• 遠隔画像診断における画像診断管理加算の算定については、画像診断管理加
算1又は画像診断管理加算2に関する施設基準を満たす特定機能病院、臨床研
修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院又はへき地医療支援病院に
限って評価を行っているが、画像診断を行う外部の機関を介して遠隔画像診断を
行った場合に算定している事例が指摘されている。

○ 自施設における画像診断に係る体制を評価している画像診断管理加算及び遠隔

画像診断における画像診断管理加算の算定について、画像の読影等を行う外部の

機関を利用した場合は、評価の対象としないこととしてはどうか。

【論点】

【課題】

再掲
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⑤ 在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定
患者による他院受診について
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• 在宅自己腹膜灌流指導管理料は、自宅で腹膜灌流を行う患者に対する指導管理を診
療報酬において評価しているもの。

• 本来、在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定する医療機関で全ての管理を行うことを評
価する趣旨であるにも関わらず、自宅で腹膜灌流を行わずに他の医療機関で人工透析
を行い、事実上、腹膜灌流を行っていない事例があると指摘されている。

在宅自己腹膜灌流指導管理料を請求している患者については、他の医療機関にお

いて、人工透析を行っても算定できないことを明確にしてはどうか。

【論点】

Ｃ102 在宅自己腹膜灌流指導管理料 4,000点（月１回）

在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定している患者（入院中の患者を除く。）は週１回を限度と
して、区分番号「Ｊ０３８」人工腎臓又は区分番号「Ｊ０４２」腹膜灌流の１の連続携行式腹
膜灌流のいずれか一方を算定できる。

【課題】

在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定患者による他院受診に
関する課題と論点について
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自宅

在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定患者による他院受診

現在の算定ルール（同一医療機関）

在宅自己腹膜灌流指導管理料
（月１回）4,000点を算定する

Ａ医療機関

腹膜灌流の実施

人工透析等の実施

（在宅自己腹膜灌流指導管理料の算
定なし。）

本来、在宅自己腹膜灌流
指導管理料を算定する医療
機関で全ての管理を行うこと
を評価する趣旨であるにも
関わらず、自宅で腹膜灌流
を行わずに他の医療機関で
人工透析を行い、事実上、
腹膜灌流を行っていない事
例があると指摘されている。

Ｂ医療機関
Ｃ医療機関

在宅自己腹膜灌流指導
管理料は、自宅で腹膜灌
流を行う患者に対する指
導管理を診療報酬にお
いて評価しているもの。

在宅自己腹膜灌流指導管理料を
算定済みのＡ医療機関

・週１回の人工透析又は腹
膜灌流の実施

・週１回の人工透析又は腹
膜灌流の実施

１週間

在宅自己腹膜灌流指導管理料
（月１回）4,000点を算定する

Ａ医療機関

在宅自己腹膜灌流指導管理料
を算定済みのＡ医療機関

・週１回の人工透析
又は腹膜灌流の実施

・週１回の人工透析又は腹
膜灌流の実施

１週間

不適切事例

1日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日

1日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日

自宅

人工透析等の実施

（在宅自己腹膜灌流指導管理料の算
定なし。）

腹膜灌流の実施なし

54


